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A total number of tuberculosis patients admitted to sanatoria was exceeded 300 ,000 

at the end of 1950's, and it decreased gradually thereafter, and is about 40,000 at the 

end of 1983. It is estimated that the prevalence of patients hospitalized at the end of 

1990 or 1995 will be 15.1 or  8.7 per 100,000. According to the present regulation, tuber

culosis patients are not allowed to be admitted to a room or rooms in general hospital. 

and they should be hospitalized to the tuberculosis ward, which is separated from the 

other parts of the hospital. As it has become difficult to keep tuberculosis ward in some 

hospital because of the decrease of number of the patients, the future perspective of 

policy on tuberculosis beds had been discussed at this Symposium. The followings are the 

main results obtained and discussed.

1. Dr. KUZE as well as Dr. SATO had studied on the speed of the decrease of the 

number of tubercle bacilli in the sputa by the daily cultivation of sputa for two months 

or more. Their results coincided with each other and their conclusions were as follows :1) 

The number of tubercle bacilli decreased almost straightly on semilogarithmic paper, but 

25 to 50% of tuberculosis patients are still discharging  tubercle bacilli even two months
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after the start of chemotherapy.2) According to Dr. KUZE, 98% of patients became 

negative or excreted 50 colonies or less at the end of two months  treatment.3)Dr. SATO 

showed that negative conversion of bacilli had delayed among the patients with advanced 

extent of disease in the lung, and/or among patients discharging vast amount of bacilli 

before treatment.4) The speed of the decrease of bacilli are almost equal between the 

patients treated with RHS and that of RHE.
2. Dr. KONDO had surveyed on nontuberculosis complication among pulmonary 

tuberculosis patients. About 60% of the patients had some complications and the freq 

uency was higher among aged patients. The most frequent complication was diabetes fol

lowed by hypertension and pulmonary insufficiency, and their frequency were 9. 4•`9.7%,

 5.8•`8 3 %, or 4.•`6.3%, respectively. It was needed to call the specialists outside the 

hospital to manage some complications such as ophthalmologic, otologic and/or ortho

paedic diseases and these diseases occupied around 15% of the complications.

3. The pulmonary insufficiency due to the sequela of tuberculosis is becoming one 

of the strong concerns by doctors, patients and persons concerned. Dr. IKARI disclosed 

that the prevalence of pulmonary insufficiency is 38 per 100,000, and 48.9% of them 

were caused by the sequela of tuberculosis, 36.3% by chronic obstractive lung diseases 

and 14.8 % by other lung diseases.

4. Dr. IKARI reported that the incidence of pulmonary tuberculosis among young 

nurses is two times higher than that of general population.

5. It was reported that about 70% of doctors liked to admit tuberculosis patients 

to the tuberculosis ward, and less than 20% of doctors agreed to admit tuberculosis 

patients to the special room (s) in general hospital in the future. However, it was 
concluded that tuberculosis patients should be admitted to special ward(s) as well as 

special room(s) in the future, if the safety measures to staffs and patients were taken. 

It was considered, too, that further discussion will be needed to establish the policy on 

tuberculosis beds in the future.

は じ め に

1950年 代後半 には30万 人 を超 えてい た結核入院患者数

は,そ の後減少 を続け,1983年 末 には約4万 人 となった。

毎年9,5%ず つ減 少 して いるので,こ のままの傾 向が続

けば1990年 には1.9万 人,95年 には1.2万 人程度 となる。

人 口10万 対率15.1あ るいは8.7で あ る。近 い 将 来,多

くの結核病院で,空 床のため,1病 棟 ・1看 護単位を維

持す ることが困難 にな る。 これに備え,基 礎的に明 らか

にすべ き問題の検討を行な った。

広汎 な問題 を含む のですべて をカバ ーす ることは不可

能で あ ったが,島 尾 ・芳賀 両助言者(敬 称 略 ・以下同じ)

か ら広い視野か らの助言 をいただいた。討議を行なった主

な項目は次の とお りである。

1.　結核患者の治療開始後の感染性

RHを 含む化学療法 により,結 核患者の喀痰中の結核

菌が どの ように減少 してい くか,2カ 月,あ るいは2カ 月

以上 にわた る連 日検痰に よって精 しく検討された(久 世

・佐 藤)。

主 な結果は次のとお りで ある。(1)化学療法開始後,喀

痰 中の結核菌量 はおよそ対数 直線的 に減少す るが,2カ

月後に もなお25～50%は 陽性で ある。(2)久世 に よれば治

療開始の2カ 月後には98%が 陰性または50コ ロニー以下

の排菌 とな るが,佐 藤の成績では化療 前卅～冊の多量排

菌例で は約25%が なお20コ ロニーを超え る排菌を続けて

いる。(3)RHSとRHEで は,菌 陰性化の速度は変 らな

い。(4)菌陰性化 の時期 に影響す る要因を検討 した佐藤 に

よれば,病 変の拡が り,(拡 が り1,2と3),最 初の菌量

(+～ 廾 と卅～冊)の2要 因の影響 が特 に大 きいという。

両氏の検討によ り,RHを 含む化学療法 で も2週 間・

あ るい は1カ 月で全例陰性化あ るいは微量排菌化す ると

は言えず,病 状 により慎重 に対応す ることが必要 と考え
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られ た。

2.　結核患者の実情 と問題点

1)　結核患者の合併症

自施設および全国国療のア ンケー ト調査によ り調査を

行な った近藤は,現 在入院中の結核患者の約60%は 何 ら

かの合併 症を持ち,こ の率は高年齢者 ほど高 い。60歳 以

上では平 均1.8個 の合併 症を持 ち,1人 で3つ 以上 の合

併症 を持つ患者 は13%認 め られ た。合併症の種類 は極め

て多岐 にわ たるが,最 も多か ったの は糖尿病(9,4～9,7

%),次 いで高血圧(5.8～8.3%),呼 吸不全(4.4～

6.3%),肝 障害な どであ った。

これ らの合併 症の85%ま では 自施設内で対応できるが,

一部 は院外の専門医に診療 を依頼す る必要が あ り
,特 に

眼科,耳 鼻科,整 形外科,皮 膚科,精 神科の合併 症で院

外 の医師の応援 を求め ることが多い,と された。

2)　呼吸不全患者の実態

最近,結 核後遺症によ る慢性呼吸不全者に対す る対策

が強 く求め られてい るが,そ の実態はなお明 らかでなか

った。五十里は,愛 知県下の呼吸器科の全医療 施設にア

ンケー ト調査を行ない,そ の実態を報告 した。その結果,

慢性呼吸不全患者 の有 病率は10万 対38.0,全 国で は 約

4.5万 人 にのぼる と推 定された。この うち,結 核後遺症

による呼吸不全 は48.9%を 占め,50～69歳 の慢性 呼吸不

全患者で はその58.6%を 占めて いる。結核以外の原因疾

患で は,閉 塞性肺疾患が36.3%.間 質性肺疾患が9。3%

を 占め,そ の 他13.2%(重 複回答あ り)で あ った。

また,呼 吸器科を標榜す る病 ・医院の うち少な くとも

34.4%は,慢 性呼吸不全患者が来院 した場合には受 け入

れ体 制が備 わ っているとい う調査結果で あ った。

3)　結核入院患者の入院期間

結核患者は年々高年齢化 し,間 もな く新登録 患者 中の

60歳 以上の高年齢者 は50%を 超 えよ うと して いる。結研

附属 病院での調 査では,50～64歳 の入 院患者の比率が高

くな って いるとい うことで あ ったが,最 近,高 年齢化 は

更 に著 しいという発言 もあ った。

入院期間の メデ ィア ンは現在3.6カ 月 とな っているが,

これ以上の短縮 はなかなか 難 しい とい う意 見 が少 な く

な く,短 縮 され るとして も僅かであ ると考え られた。

3.　医療従事者か らの結核発病

1980年 か ら結核登 録者の情報を電算化処理 してサーベ

イランスを行な ってい る愛知県の五十里は,最 近5年 間

の医療従事者か らの結核発病の実態を報告 した。この成

績によ ると,20歳 代の看護婦の結核発病率は10万 対47.5

とな り,一 般人 口のそれの約2倍 とい う高率 を示 して い

た。

特別助言者の芳賀 も,国 立病院,療 養所職員の発病状

況調査で,30歳 以下の若い従業員での結核発病率が高い

可能性があ ると述べてい るが,今 後,結 核に対す る関心

の低下 に伴 って病院職員が 思わぬ時に結核 に感染,発 病

す る可能性が稀 な らず あり,結 核病床の将来 を考え る場

合,こ の問題 も考慮 しなければな らない重要な問題 と考

え られた。

4.　結核病床の将来のあ り方 について

1)　医師の意見

近藤は国療89施 設347名 の 医 師に,五 十里は愛知県下

の呼吸器科を標榜す る病院318施 設 に ア ンケー ト調査を

行ない,将 来 も従 来 と同 じよ うに結核患者 を病棟単位で

収容すべ きか,あ るいは,病 室単位で の入院を認め るべ

きかを調 査 した。 この結 果では,国 療 の医師の84%,結

核病棟 を持つ施設 の50%,持 たない施設の72%が 病棟単

位の収容を可 と し,病 室単位で の収容 を認め るべ きであ

るとい う考え に賛成 したの は,そ れぞれ16,20,17%の

みであ った。

これに対 し,久 世,芳 賀,島 尾 は,結 核 まん延状況の

将来,こ れか らの結核患者が持つ問題,先 進諸国で の実

情な どか ら,病 室単位での収容 も同時 に認め るべ きであ

るとい う意見を述 べた。

2)　一応の結論 と今後の問題点

複雑で多方面 にわた る問題であ り,経 済的問題 も実際

には切 り離せない問題なので,今 回の シンポ ジウムでは

明確な結論には到達 しなか った。 しか し,次 の点では共

通の認識ができた と考え られた。

(1)　結核入院患者数は年々減少 し,既 に1病 棟 ・1看 護

単位 を維 持す ることが 困難 とな って いる病 院 も少 な くな

い。将来 もこの傾 向が続 くので,空 床対策 とともに,必

要 な病床数確保 の問題 も重要であ る。

(2) RFP・INHを 含む化学療法剤で治療 して も,2

週間で排菌が止 るわ けではないので,短 くとも3～4カ

月の入院期間は必要であろ う。

(3)　約2,000人 にのぼ ると推定され る慢性排菌患者,更

に多い入院を要す る肺機能不全患者,精 神病やアル コー

ル依存症を持つ結核患者などの入院治療 に支 障を来 さな

いよ う,専 門的病院の数,配 置を考 える必要が ある。

(4)　結核患者 の高齢化 はすすみ,60歳 以上の患者の70%

は何 らか の合併症 を持 ち,そ の多 くは複数の合併症 を持

つ。 また,一 般病院 に入院 中に結核菌陽性 とな って発病

す る患者 も入院患者の0.12%(名 市大病院)み られ,現

行の ままで はこれ らの患者 は,即 日,結 核病棟を持つ病

院 に移 され,原 疾患の治療 に困難す ることも少な くない。

更 に,結 核 入院を特定 の病院のみに限定 してお くと,結

核患者の診断 ・治療にあた る医師数が減少す るとい う問

題 もあ る。

これ らの状況を考える と,従 来の病棟単位 での収容だ

けでな く,一 定の条件を満す場合 には病室単位で の結 核

患者 の収容 も同時に認め ることの必要性が考え られ る。

今後更 に,具 体的な検討をすすめ ることが望まれ る。
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1.　国 療 か ら

国立療養所札幌南病院 久 世 彰 彦

1)　結核患者の治療開始後の感染性

― 肺結核初回化学療法での連日検痰成績―

RFP(R)・INH(H)を 主 軸 とす る短期化学療法 が

普及す るにつれて,喀 痰中結核菌検査は これまで以上に

重要であ る。結核患者の感染性を考え る上か らも,治 療

開始後,菌 陰性化までの菌の推移を知 ってお く必要があ

る。 このため数年前か ら,我 々は肺結核初回治療患者 に

ついて連 日検痰を実施 し,そ の成績を発表 してきた。

方 法

喀痰中結核菌陽性の肺結核初回治療 例について毎 日早

朝採痰 し,蛍 光法 によ る塗抹検査 と3%小 川培地を用い

た培養検査を実施 した。化学療法 は全例R・Hを 主軸 と

してそれ にSMま たはEBを 組合せた,い わゆ る強化化

療であ った。

成 績

検査 しえた83例 の患者 のうち,数例 について菌 の推移 を

例示す ると図1の ご とくであって,一艘 に培養陰性化後 も

図1　 喀痰中結核菌(連 日検痰)
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塗抹陽性がみ られ,な か には,か な りの期間塗抹陽性,

培養 陰性の続 く例 もみ られた。

83例 の菌陰性化 までの 日数を培養 についてみ ると最短

6日,最 長188日 で平均58日 であ った。10日 毎の累積で

み ると図2の ごと く,10日 以内5%,20日 以内8%,30

日以内19%,40日 以内33%,50日 以 内39%,60日 以内

49%,70日 以内69%,80日 以内80%,90日 以内85%,

100日 以 内92%,110以 内94%,120日 以 内98%で あ っ

たが,1例 の み陰 性化までに188日 を要 した。塗抹 陰性

化 は30日 以内14%,60日 以 内32%,90日 以内48%,120

日以 内69%に すぎず,化 療 開始 後の菌の指標 としては培

養成績 が重要 である ことが確か め られた。 は じめか ら微

量排 菌であった例 を除いた75例 について,50コ ロニー以

下 の微量排 菌に至る期 間は最短3日,最 長62日 で平均25

日で あった。累 積でみ ると10日 以 内21%,20日 以 内43

%,30日 以 内61%,40日 以 内67%,50日 以 内84%,60

日以 内96%で あった。初 めよ り微量排 菌の8例 では,6

例が30日 以 内に陰性化 したが,他 の2例 では80日,90日

後 にようや く陰性化 した。

R・HにSMを 加えた例 と,EBを 加えた例を各10例

ずつ背景因子をそ ろえて比較 したが,菌 陰性化までの平

均 日数は前者で58日,後 者で55日,微 量排菌 に至 る期間

も24日,23日 であ り両群の間に差がみ られなか った。

むすび

以前,肺 結核初回強化化療についての週1回 の検痰成

績では,治 療開始後1週 目,2週 目で,既 に菌陰性 とみ

られ る例が,か な り多か ったが,同 じような症例につい

て連 日検痰を実施 してみ ると,実 際の菌陰性化は10日 以

内5%,20日 以 内8%に す ぎなか った。菌 陰性化 は1カ

月以内19%,2カ 月以 内49%,3カ 月以 内85%,4カ 月

以内98%で あ った。R・Hに 加 え られたSMとEBと の

間で菌陰性化 に差がみ られなか った。菌陰性化 までの期

間 と,病 状の軽重,最 初の排菌量の多寡,胸 部 レ線経過

とは必ず しも並行 して いなか った。

以上の成績か ら,結 核患者の治療 開始後の感染性につ

いて最 も厳 しい見方を して も,化 療 開始後,2カ 月で感

染原 としての危険は著 しく弱ま り,4カ 月でほぼ危険は

な く,6カ 月で完全に危険はない とみてよかろ うと考え

る。

2)　今後どうあるべきか
-結 核病床のあり方-

昭和51年,島 尾博士 司会 の シンポ ジウム,"結 核病床の

あ り方"で 著者 は5年 後,即 ち昭和56年 には北海道での

登録 患者 数22,000,死 亡率6～7,死 亡数420と 推定,

必要病床数 を3,000床 か ら4,200床 の間 とした。また,

北海道保健 医療基本計画案で も昭和52年,結 核病床6,362

床,人 口10万対117床 の現状か ら,目 標年次(昭 和62年)

3,000床,人 口10万 対48床 と し,結核患者の減少 に伴い,

病床 利用率が低下 して いることか ら,広 域的な利用 と最

低限必要な病床数 の確保 に留意 しなが ら逐次その減少を

図ると して いたのである° ところが実際昭和56年 には登

録者 は18,394,死 亡 率は4.6,死 亡数255,入 院数 は2,172

であ った。このよ うに北海道で は,推 定を上 回る順調な

減少 を示 してお り,昭 和47年(A)活 動 性 結 核 患者数

28,399人,昭 和57年(B)は7,685人 で対47年 比(B/A)

は27.1%で ある。これ に対 して結核病床(A)9,381床,

(B)3,924床 で(B/A)は41.8%で あ る。 昭和51年 か

ら57年 まで の実数か ら改めて推定す ると昭和62年 全登録

者 数8,500,活 動 性結核患者数3,200,登 録患者入院数は

1,100と なる(図3)。 北海道ではそれぞれ9,468,3,769,

1,111と 推定 し,病 床利用率を80%と して計算す ると,

必要病床数は1,389床 となる°これを北海道21地 域につい

てみ ると,7床 の地域が3カ 所,13床 の地域が2カ 所,

最 も人 口の多い札 幌市が364床 とな る。必要病床の規模

の小 さい地域で は,当 然近接の医療圏 との連携が必要 と

な る。 しか し,北 海道の面積は四国,九 州の各県と山口,

広 島,鳥 取県の14県 の合計面積 よりも広 く,主 要都市間

の距離が離れてお り,そ れぞれの地点までの所要時間 も

長時間であ り,加 えて寒冷,積 雪な どの悪条件が重な る

ため,結 核病床の集約化はそ う簡単ではない。北海道で

は広域圏 として12の 地域を設定 してそれぞれ必要 病床数

の推定を行な ってい る。60年2月 現在,北 海道で 結核病

床 を有す る医療機 関は68施 設で ある。 これを50床 以上49
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図3　 入院患者数の推計(北 海道)

表1　 結核病床 医療機関数 北海道60年2月

床以 下に分けてみ ると表1の ごと く,50床 以上入院 あり

20施 設,な し3施 設,49床 以 下入院あ り27施 設,な し18

施設であ る。北海道で は広域圏毎配置計画 と して50床 以

上13施 設,49床 以 下14施 設計27施 設を推定 しているが,

(図4)将 来更 に病棟単位 と しての集約化 を進 めると し

て も,道 南,道 央,道 北,道 東,道 東北 の5地 域 に必要

結核病床 を確保せ ねばな らず,そ の場合 やは り国あるい

は北海道 の医療機 関がその責務 を果 さな くてはなるまい

と思われる。

さて一方,重 篤な疾患を有す る,あ るいは特殊な治療

を要す る患者 に結核が合併 し,排 菌陽性 とな ると,結 核

の治療の場 について困惑す ることが少な くない。国立療

養所が そう した患者をいつで も引 きうけ られ るように,

その能力を高め ることが必要 に違いないが,精 神病合併例,

アル コール中毒合併例な どで は入院後 しば しば困難な問

題を生ず る。 また,癌 患者 の喀痰 中抗酸菌陽性がわか っ

たその 日に直ち に療養所への転院を強 くすすめ られて 自

殺をはか った例な どに出合 うと,患 者は重篤であればあ

るほ ど,そ の病院でそれまでの主治医によ って結核治療

を受け るのが最 も望ま しいのではないか と考えさせ られ
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図4　 結 核 病 床

(広域圏毎配置計画 昭和62年北海道)

図5　 結 核 病 室(札 幌医科大学 第三内科)

る。結核が少な くなれば なるほど,大 学病院をは じあ と

して大 きな規模の病院は病室単位での結核患者の収容を

積極的 に考慮すべきであ ろうし,実 際,札 幌医科大学第

三 内科(鈴 木 明教授)で は,病 棟 ナース ・ステーシ ョン

前 に設 け られた結核病床6床 が教育,診 療に適切に運営

されてい るのであ る。(図5)
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短期化療の普及につれて入院期 間も当然短縮 されてきて

いる。 しか し,入 院2カ 月で退院,そ の後の 服薬が不規

則 とな り,極 度 の過労が 続き,レ 線上 の悪化,空 洞形成

を来 し再び多量の排菌をみた例 もあるので,今 のところ

初回排菌例で は4な い し6カ 月の 入院化療が望 ま しいと

考える。

また,現 在少 なか らぬ 長期慢 性排菌者,慢 性 呼吸不全

患者の治療の場 は,や はり療養所が適 してい るようであ

る。

結 核が順調 に減少 しつつ ある時だ けに,一 層,結 核根

絶へ の対策 を促進す ること,そ れぞれ の患者 には最 も適

した治療 の場 と方法 を整 え,失 敗のない早期 の社会復帰

を考え るのが,結 核医療 の将来 において も,我 々が 果す

べき務めであろ う。

2.　結核医療の将来

―特に化学療法開始後の喀痰中結核菌量の推移について―

結核予防会結研附属病院 佐 藤 瑞 枝

1)　結核菌陰性化の推移

有効剤:殊 にINHとRFPを 含む治療を行な った場

合,結 核菌排菌量 は どの位の早 さで,ま た どのよ うな形

で減少 してい くのか,そ の経過を知 るため臨床 研究を行

な った。

対 象および研究方法:昭 和59年5月 以降結核研究所附

属病 院の結 核病棟 に入院 した肺 結核症全 例を対象 とし,

化学療法 開始か ら約2カ 月間の連 日検痰 を行 な った。小

川培地変法 を用 いた培養検査の8週 目の菌量 をその 日の

菌量 と した。症例 は11月 末 まで の約6カ 月 間に65例 で あ

ったが,観察全 期間培養陰性であ った もの,非 定型抗酸菌

症 と判明 した もの,合 併症がよ り重篤であ った もの等は

除外 し,2カ 月以上経過を観察 しえた例,49例 にっ きま

とめを行な った。

菌陰性化の推移:当 該 日の菌量の分布 を図で示す と以

下の ごと くなる。総数(図1)で み ると化学療法開始後

30日 まで は排菌柵以上 の例が約20%は あ り,60日 後 にも

図1　 結核菌陰性化の推移(総 数)

症例 の約1/4は なお菌陽性 である ことがわかる。つまり,

従来考 え られてきたよ うに 「化療 を開始 す ると2週 間か

ら1カ 月 の うちに感染性 はほぼな くなる」わけではなさ

そ うであ る。 どのよ うな症例 で排 菌が持続 す るのかを知

るためい くつかの グループ分 けを行 な った。即ち,1)初

回治療 ・再治 療2)有 空洞型 ・非 空洞型3)年 齢 別4)

病巣 が一 側性か両側性か5)拡 が り1-2の 群 と拡が り

3の 群6)最 初の菌量が+～ 十の群 と卅～？の群の6つ

であ る。 この うち分布図 に目立 って差の見 られた拡が り

によ る分類(図2・3)と 最初の菌量 による分類(図4
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図2　 結核菌陰性化の推移(拡 が り3)

図3　 結核菌陰性化の推移(拡 が り1-2)
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図4　 最初の菌量 別菌量 の推移(菌 量卅 ～冊)

図5　 最初の菌量別菌量の推移(菌 量+～ 廾)
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・5)を 示す。最初 の菌量が少な くて も,化 学療法開始

後10日 ～20日 位 にかけて 多量の排菌 をみることが あ り

(融解排除 による と思 われる),そ の影響 があとにひびい

てきて いる。

菌量減少 の推移:当 該 日の菌数 の対数平均 をと り,総

数 と前 出の6項 目に分 けグ ラフをかいた。総数(図6)

をみるとほぼ対数 直線的に減少 してきてい る。拡 が り別

(図7)で み ると,は じめの菌量 の差 が あ るだけで,線

は平行 してお り,減 少 の速度 に差はない。最初 の菌量別

でみて も(図8),菌 量 の多 い もの は他 と同様に対数 直

線的に減少 す るのに比 し,菌 量 の少 ない ものは先 に述べ

たよ うに途 中排菌数の増加 す る例 のあ るため,せ ん延す

る傾 向がみ られ る。 しか し,菌 量 は微量であ る。

安全 性について:20コ ロニー以下の微量排菌になれば

感染 性はな くな ると言われてお り,咳 の回数 も激減すれ

図6　 5日 移動平均 菌数 の推移(総 数)

図7　 5日 移動平均菌数 の推移(拡 が り別)

図8　 5日 移動平均菌数 の推移(最 初 の菌量別)

図9　 結核菌陰性化の推移(最 初の菌量別)

ば更 に危 険性 は減 ると思われる。｢最 初の菌量別 」(図9)

で菌微量 化の経過をみる と,+～ 升群 ではその90%が37

日で微量 化 してい るのに対 し,卅 ～+++群は60日 たって も

1/4は 微量 化に至 っていない。 「病型別 」(図10)で は,

皿型は90%が 約1カ 月で微量 化または陰性化 してお り,

H型 は60日 かか ってい る。 「拡が り別 」(図11)で は拡が

り1-2が1.5カ 月でその90%が 微量化 す るのに対 し,

拡 が り3は ず っと遅れる。

結語:病 巣 が両側 にある ものと拡 が り3の 症例 は塗抹

成績 に関係 な く,そ の80%以 上 が培養帯以上 出るもの と

考え られ る。最初 の菌量が卅以上の ものにつ いては,化
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療2カ 月後 まで に微量化す るのはその75%程 度である。

これ に比 し,拡 が り1～2,ガ フキー0～1・2号 は1

カ月でそ の90%が 微量化 または陰性化す るので感染の危

険性 はか な り早 く消滅す るもの と推定 され る。

2)　結核入 院患者 の年齢構成

入院患者 中の結核症の 占める割合 は,昭 和51年 に比べ

る と約1/2に減少 している。 その原因 は2つ あり,1つ は

結核治療 のための入院患者数の減少で あ り,も う1つ は

当院の全入院患者数の増加で ある。年齢構成 は図12に 示

す ごと くで老齢者の増加 は特 にみ られ ない。む しろ50歳

図10　 菌微量化 までの 日数(病 型別)

～64歳 の増加が 目立 つ。

3)　入院 日数

結核患者 の入院 日数 の推移 をみる と図13の ごと くで あ

る。 入院 日数 は短縮傾 向にあ り,51年 と58年,そ の ほぼ

中間 と思 われる55年 をあわせ て図示す ると図14の ごと く

な る。平均 入院 日数 は51年 で142日,58年 で107日 であり,

約1.5カ 月 の短縮で ある この傾 向は既 に55年 か ら出て

お り,55年 以後 はむ しろ動 いていない と言 える。55年 は

RFPの 使用 がほぼ軌道 にの り治療期 間の短縮 が強調 さ

れてきた頃で あ る。

図11　 菌微量化までの 日数(拡 が り別)

図12　結核入院患者構成(年 次別)
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図13　 在院 日数 の年 次推移

図14　 在院 日数減少 の推移
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3.　 結 核 医 療 の 将 来

― 特 に合 併 症 の 管 理
,運 営 の 立 場 か ら―

国立療養所西新潟病院呼呼器科 近 藤 有 好

は じ め に

近年,結 核患者は減少 の一 途を辿 り,そ の管理,運 営

が社会上の問題 とな りつつあ るが,そ の一方 では高齢 患

者が増加 し,そ れに伴 う合併症の増加 とその対策が結核

医療の将来 を左右す る一 因 として重視 されてい る。そ こ

で,私 どもは この問題を検討す るため,全 国国立 療養所

を中心に,肺 結核患者の合併症 の頻度,種 類な どを調査

する とともに,合 併症の対 策や結核医療の将来 のあ り方

な どを検討 した。

対策 および方 法

昭和57,58年 度 に当院に入 院 した肺結核患者377例,並

びに全 国国立療養所89施 設に59年12月 現在 入院中の患者

7,707例 を対 象 とした。即 ち,結 核病棟 を有す る国立療養

所109施 設に勤 務 し,結核 医療 に従事 する医師を対 象に,

59年12月 現在 主治医で ある入院結 核患者数,各 患者 の有

す る合併症 の種類,頻 度,対 応の仕方 などをア ンケー ト

調査 し,89施 設(81.7%),354名 の 医 師 よ り得 られ た

7,707例 の入 院結核患者 の成績 を電 算 機 処 理 し,集 計 し

た。

同時に,将 来 の結 核病床 の あ り方 を 集 中 管 理(病 棟

単位)方 式 と分散 管理(病 床単位)方 式 に分 け,更 に前

者 を1)結 核専 門病 院(癩 専門病院方式)2)国 立療養

所(呼 吸器疾患 の一環 と して)3)呼 吸器科 のある一般

病院,総 合病 院,大 学病院 など4)そ の他 に,後 者 を

5)呼 吸器 を専 門 としない一般病院6)呼 吸器科 のある一一

般病 院,総 合病 院,大 学病院 に細分 し,将 来 の結核病床

のあ り方 についてア ンケー ト調査す るとと もに併 せて そ

の理 由を問 うた。

成 績

1.　合 併 症 の頻 度

1)　 国療 西 新 潟 病 院:入 院 結 核 患 者377例 の 年 齢 構 成

は高 齢 者 ほ ど 多 く,10歳 以 下1.3%,10代2.4%,20代11.4

%,30代10.1%,40代14.6%,50代21.0%,60代19.4%,

70歳 以 上19.9%で あ っ た 。合 併 症 の合 併 率 は男65.3%,

女51.4%,合 計61.3%と 高 率 で,高 齢 者 ほ ど多 かった(図

1)。 ま た,1例 当 りの合 併 症 数 も若 年 者 で は1個 程 度 で

あ る の に対 し,60歳 以上 で は1.8個 で;年 齢 の 上 昇 と と

もに 増加 した(図2)。

2)　全 国 国立 療 養 所:7,707例 中 合 併 症 を有 す る もの

は4,596例 で,合 併 率 は59.6%と ほ ぼ 同率 で あ っ た 。1例

当 りの 合 併 症 数 は1個 の もの が58.1%で 過 半 数 を 占め た

図1　 昭和57,58年 度結核患者―合併症 頻度―

図2　 肺結核の合併症―1例 当 りの年代別合併症数―
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図3　 肺結 核の合併症―1例 当 りの合併症数―

が,複 数 の合併症を有す る場合 も多か った(図3)。

2.　合併症の種類

1)　国療西新 潟病院:合 併症の種 類は多岐にわたるが,

最 も多い ものは呼吸器疾患で20%を 占め,呼 吸不 全,肺

炎,肺 癌な どが多 くみ られた。以下,皮 膚科疾患14.2%,

循 環器疾 患12.5%,代 謝性疾 患10.8%,肝 疾患6.1%,整

形外科疾 患,耳 鼻科疾 患各5.6%,消 化器疾患,神 経疾患

4.7%,眼 疾 患4.4%,泌 尿器 科疾 患4.2%,外 科疾患2.5

%,精 神病,婦 人科疾患,血 液疾患 各1.1%,そ の他1.4

%で あった。また,疾 患名別 では糖尿病 が最 も多 く9.4

%で,以 下,高 血圧症8.3%,呼 吸不全,薬 疹4.4%,肺

炎,薬 剤性肝炎,湿 疹3.9%,肺 癌,白 内障,聴 力障害;

白癬2.5%,脳 血管 障害,気 管支喘息,前 立腺肥大症2.2

%で あった。

2)　全 国国立療養所:合 併症 を有する肺結核症例4,596

例 中合併症名 の具体的 な記載のない425例 を除外 した4,171

例の有す る合併症数は6,670個 で,こ れを同様に分類する

と,最 も多 いもの は呼吸器疾患の25.6%で,次 いで循環

器疾患13.6%,消 化器疾患13.5%,代 謝性疾 患10.5%な

どであ った(図4)。 疾患名別では第1位 は糖尿 病9.7%,

以下呼吸不全 または低肺機能6.3%,高 血圧5.8%,肝 炎

図4　 肺結核の合併症 ―種類 と頻度 ―
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図5　 肺結核の合併症 ―疾患名別頻度―

図6　 合併症に対する診断と治療

(全国国立療養所)

ない し肝障害5.1%と ほぼ同様な傾 向を示 した(図5)。

3.　合併症 に対 する対策

合併症の診断,治 療 に当った医師を主治 医,病 院 内医

師,非 常勤 医師,病 院外 医師に分 け検討 した。病院 によ

って も異なるが,国 立療養所 の現 時 点 で は,合 併 症 の

67.4%は 主治医が処理 し,病 院外 の医師に依頼せ ざるを

えなか った ものは13.2%で あった(図6)。 このよ うな事

情を反映 して,各 主治医が必要 と考 えた専門科 は眼科が

最 も多 く,次 いで耳鼻科,整 形外科,皮 膚科,精 神科な

どであった。

4.　結核病床 の将来 のあ り方

結核患者 の減少 と,そ れに反 比例す る合併症の増加を

勘案 して,将 来 の結核患者 の管理 の仕方 を,地 域的 に集

中 して病棟単位で管理す る集 中管理方式 と,一 般病院 の

病床単位で管理 する分散 管理方 式 とに分 けア ンケー ト調

査 した ところ,全 国国立療養所89施 設,347名 の 医師より

回答が得 られ た。その結 果は,図7に 示 すごと く,約84

%は 集中管理を支持 し,残 り16%が 分散管理方式 を妥 当

とした。 この傾向は各年代層 とも同様 であ ったが,20～

39歳 で特 に顕著であ った。

集中管理方式の中で も大部 分(73.5%)は 国立療養所
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図7将 来の結核病床の在り方

での管理 を是 と し,18.6%は 呼吸器 科のある一般,総 合,

大学病院での管理を妥当 とした。癩専 門病院のこ どく,結

核専門病院での管理 を主 張 した ものは僅 か(7.6%)で あ

った。一方,病 床単位 とす る分散管理方式 に賛成 した大

部分(89.3%)も,呼 吸器 科のあ る一般病院 や総合,大

学病院での管理が必要 であ るとし,呼 吸器科 のない一般

病院で も可 とした ものは少数(10.7%)で あった。

また,集 中管理 方式(特 に国立療養所 で扱 う)を 支持

す る理由 としては,本 症 が伝染 病であ り,耐 性菌が増加

しつつあ るとい う感染予防の立場 か らとす る ものが32.8

%で 最 も多 く,次 いで,治 療 の面 か ら,経 験豊富 な呼吸

器の専門医が充実 しているので,専 門 的且つ適正 な治療

が可能であ り,多 数の患者 を扱 えば治療 レベルの向上が

計 られ る点が指摘 された。また,管 理,運 営面か らは,

集団で管理が容易,既 存 の設備 が使用 出来,効 率的 など

があげ られ,患 者の立場 か らも,患 者 同士 の交流や連帯

感が計れ るし,環 境がよい ことな どがあげられた(表1)。

これに対 して,分 散管理方式 を支持す る理 由と しては

先ず第1に,患 者 が便利 で負担 が少 ない点が指摘 され,

次 いで合併症の治療や管理が容易,結 核は昔 と違 って短

期治療が可能 であ り,感 染 原 としての危険 は少 な く,最

早結核を特別 視す る必要 はな くな った,な どが その理 由

としてあげ られた(表2)。

考 案

結核 患者 の高齢化 が進んで いることは既 に指摘 された

通 りであ るが,そ れに伴 って合併症 の保有率 も上昇 し,

高齢者結核 と若年者結核 の相違点 の1つ は合併症の頻度

である とまで言われている。第55回 日本結核病学会 シン

ポ ジウム 「老化 のメカニズムと老人結核」 において,亀

田1)は羽 曳野 病院入院例を対象 と して60歳 以上 と30～59

歳の合併症頻度 を比較 した ところ,若 年者結核の26.9%

に対 して60歳 以上で は57.3%で,特 に中高齢者 での糖尿

病の合併が著 明で あった と述べてい る。今回の私ど もの

調査で も,合 併頻度 は年齢 とともに増加 し,1例 当 りの

合併症数 も高齢者 ほど多か った。合併症の中では糖尿病

が最 も多 く,同 様な成績であ ったが,合併症 の種類 は170

種類以上 にお よび多岐にわたっていた。最近では,腎 透析

患者2)や ステ ロイ ド剤使用 中の膠原病 など免疫異常下で

の結核発症が問題 とされ,よ り高度 な医療を必要 とす る
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表1.　 集中管理方 式を支持す る理由

― 国立療養所で―
(131名)

表2.　分散管理方式を支持す る理由

― 呼吸器科の ある一般病院 ,総 合病院,大 学 病院 ― (44名)
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合併症 の増加 もみ られて いる。このような多岐にわたる合

併症 の対応 は,大 学病院や総合病院でなければ不可能 で

あると思 われ るが,現 実 にはそれ らの総合病院では結 核

病棟廃止 の方向 にあ り,増 加す る肺結核の合併 症に対 す

る対策が結核医療の大 きな ポイン トの1つ となっている。

以上の ような背景の下 に,こ れか らの結 核病床 のあ り

方 を,全 国国立療養所に勤 務 し結核医療 に従事す る医師

を対象 と して アンケ ー ト調 査 した。その結果,大 多数 の

医師は国立療養所を中心 とする既 設の医療施設での集中

管理が妥当であ るとし,そ の理 由と して,感 染予防,治

療並びに管理,運 営面 か ら表2に 示す ごとき利点をあ げ

た。そ して,増 加 す る合併症対策 と して多 くの人々が総

合病 院,大 学 病院,あ るいは専 門科 を標榜す る開業医 と

の有機 的な連係 が必要 であることを強調 した。 これ に対

して,少 数 ではあるが,欧 米 なみの一般病院や総合病院

で の混合収容 が合併症 の治療や管理 には適 してお り,且

つ患者 の便利が計れ るので,妥 当な方式であ ると した。

今回行な った調査成績 は,国 立療養所 とい う特殊な集 団

が対象であ ったが,結 核医療の将来のあ り方には慎重 な

配慮が必要であ ると思われた。

ま と め

肺結核の合併症並び に結核病床の将来のあ り方 につい

て,全 国国立療養所89施 設,354名 の 医 師 よ り得 られた

調査成績 は以下の ごとくであ った。

1)　肺結核の合併症頻度 は,国 療 西新 潟病 院昭和57,58

年度入院377例 で は男65.3%,女5124%,合 計61.3%,

全国国立療養所昭和59年12月 現在 入院中の7,707例 で は

59.6%で あった。

2)　合併率 は高齢者 ほど高 く,1例 当 りの合併症数 も高

齢者 ほど多か った。また,約40%で は複数 の合併症 がみ

られた。

3)　合併症 の種類 は多岐にわた り,170種 類以上 に及ぶが,

最 も多い ものは呼 吸器疾患25.6%で,次 いで循環器疾患

(13.6%),消 化器疾患(13.5%),代 謝性疾患(10.5%)

などが多 くみ られ た。疾患名別で は糖尿病が9..%で 最

も多 く,以 下呼吸不全,低 肺機能6.3%,高 血 圧症5.8

%,肝 炎,肝 障害5.1%,白 内障3.8%,な どであ った。

4)こ れ らの合併症を背景 に,将 来 の結核病床 のあ り方

を,病 棟単位で管理す る集 中管理方式 と,一 般病院 の病

床単位で混合収容 す る分散管理方式 とに分 けア ンケ ー ト

調査 した ところ,83.9%は 集 中管理方式 を是 と し,国 立

療養所を中心に呼吸器科 を有す る一般,総 合,大 学病院

での管理 を妥 当 とした。
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4.　結核患者の実情と問題点

愛知県衛生部 五十里 明

1)　愛 知 県 に お け る慢 性 呼 吸 不 全 患 者 の実 態

は じ め に

昨今 の結核 医療 を取 り巻 く諸問題 の中で,結 核後遺症

として の慢性呼 吸不全患者へ の対応が求め られてい る。

しか しなが ら,そ の実態 は明 らかで はな く,ま た,結 核

以外 を原因疾患 とす る患者 も多数い ると予想 され る。そ

こで,実 態把握 を目的 に調査を実施 した。

対象お よび方法

愛知県内で内科あ るいは呼吸器科を標榜す る318病 院

を対象 と し,入 院患者 につ いて は昭和59年12月3日 現在,

通院患者 につ いて は12月3日 ～12月15日 の期 間の受療者

の中で,表1の 定義 に該当す る者を慢性呼吸不全患者 と

した。 また,入 院 ・通院患者各人 について,原 因疾患 を

は じめ9項 目か らなる調査を連名簿方 式で行 な った。

結果お よび考察

対象病院か らの回収率は65.7%で あ った。また,回 収

された病院について入院外 来別 に回収率をみ ると,入 院

表1　 慢性呼吸不全患者の定義
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表2　 調 査 病 院 の 状 況

表3　 慢性呼吸不全患者の推計

表4　 報 告 患 者 の 背 景

〔 〕内数字は総計に対する割合(%)

*間 質性肺疾患 …間質性肺炎,肺 線維症

閉塞性肺疾患 …気管支喘息,肺 気腫.慢 性気管支炎

び漫性汎細気管支炎,気 管支拡張症
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52.2%,通 院48.3%と,と もに約半数 であ った。病院開

設者別では,国 公的病院か らの回収は高率 で,医 療法人

・個人病院か らは低率であ った(表2)。 報告 された慢

性呼吸不全患者を基 に,入 院8通 院 ともに,未 回収病院

にも同程度の患者を有す ると仮定 し,県 内の患者数 を推

計す ると,入 院964名,通 院1,470名,計2,434名,有 病率

人 口10万 対38.0と な った(表3)。 報告 患者 の背景 で は

性別 は男性67.9%,女 性31.9%.と 男性 に多 く,年 齢別 で

は50歳 以上が91.7%を 占めた。原因疾患別(重 複 回答 あ

り)で は1結 核お よび結核後遺症が48.9%と 約半数 にの

ぼ り,50歳 代を ピークに高齢化す る程その割合は減少す

る傾向 とな り,間 質性8閉 塞性肺疾患 は,逆 の傾 向を示

した。合併症数別で は,53.8%が1つ 以上の合併 症を有

し,高 齢化 に伴 って合併症保有率 も増 加 傾 向で あ った

(表4)。 診断区分別(重 複回答 あ り)で は,動 脈血酸素

分圧 による ものが,入 院で52.5%,通 院で25.7%を 占め

ていた。身体障害者手帳別で は,1級 ・3級 の手帳保持

者 は23.4%に す ぎず,県 内における手帳交付数1,627名

の23.9%と 低率で あることか ら,病 院 における手帳の把

握状況 は良好 ではないと考 え られた。 また,入 院期間 ・

病院開設者別 では,5年 を超 える患者が14.0%認 め られ

国立(国 立療養所8労 災)病 院で比較 的多 くの長期入院

患者 を収容 していた。入院期間 ・入院理 由別で は,呼 吸

不全 のみによる入 院は57.5%と 半数以上で あ り,入 院期

間 にかかわ らず半数を上回 っていた。本調査 と同時 に実

施 した慢性呼吸不全患者来院時の対応で は,回 収209病

院79.4%(県 下483病 院の3424%)医 師699名(県 下

全医 師数 の約8%)に よる受入れ体制が と られていた。

また,回 収病院 の73.2%で,医 師 ・看護婦等 による患者

・家族へ の何 らか の生活指導が なされるというものであ

った。 ま　 と　め

(1)　本調査 の回収率 は65.7%,報 告患者数は入院805名,通

院860名,計1,665名 で あった。

(2)　県 内の推定患者数 は入院964名,通 院1,470名,計2,434

名,有 病率人 口10万 対38.0で あった。

(3)　報告患者 の背景 では,結 核お よび結核後遺症を原因疾

患 とす る患者 が48.9%に 認 め られた。

(4)　患者の受 入れ体制 では,県 下483病 院 の34.4%で 何 ら

かの対応 がな される とい うもので あった。

2)　 医療 従事 者 か らの結 核 発 病

は じ め に

愛知県(名 古屋市を除 く)で は,未 感染者の増加に伴

い,結 核サ ーベイ ランス事業の一環 と して,結 核予防法

第五条 に基づ く定期外検診(ま ん延地域)を 重視 し,集

団生活 を営む乳幼児 ・児童 ・生徒.学 生,教 職員,医 療

従事者,職 場 内等 における患者並 びに化学予防者の発生

時 には,県 様式 による詳細 な対象者発生調査票 を,県 下

各保健所か ら早急 に収集す るよう努めて いる。今回 は,

結核医療 に関 わる諸 問題の1つ と して,医 療従事者か ら

の発病 について,そ の実態 および問題点等 を検討 した。

対象 および方法

本県で は,昭 和55年 か ら電算化 による結核 サーベイラ

ンス事業 を開始 しているが,昭 和55年 ～59年 の5年 間 に

新登録 された患者 の中か ら,登 録時 または登録前 に医療

に関 わ りのあ った者 を抽 出 し,登 録票 に記載 された情報

を基 に検討 した。

結果 および考 察

医療従事者 を患者 とする結核の届 出は,5年 間で69名

なされた。保健 所か ら報告 されるべ き対象者数 に対す る

表5　 患 者 発 生 の状況

*総 数:　発生調査票提出対象数

表6　 医療従事者か らの発病(年 齢別 ・職種別)

*年 齢 は登録 時
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医療従事者 の割合 は,増 加傾向を示 して いる(表5)。 医

師 ・歯科 医師では,14名 中50歳 以上が12名 と中高年齢層

に集 中 してい るが,看 護婦(士)等34名 では,30歳 未 満

が20名58.8%と 若 年 齢 層 に多 く,特 徴 的 で あ った

(表6)° 昭和57年 末 に実 施された就業調 査によ る看護婦

(士)・ 准看護婦(士)数 を基に,看 護助 手4名 を除いた

30名 の5年 間の年齢別平均年間罹 患率(人 口10万 対)を

算出す ると,20歳 代16名47.5と な り,県 下の20歳 代の

新登録 患者平均年間罹患率2577の 約2倍 であった。また,

過去 に看護職歴 があ り,妊 娠7出 産時 に発病 した者が2

名認 め られたが,こ のよ うなケースは今 回の対象か ら漏

れる可能性 も予想 され,今 後若年者 の発病時 には,感 染

原追求 の1っ として詳細 な職歴 も把握す る必要が あると

考 え られた。登録 時菌成績 ・学会病型別 では,空 洞(+)

37.7%,空 洞(-)42.0%,そ の他 は胸膜炎9名,肺 外

結核5名 であ った。また,菌(+)30.4%,菌(-)59.4

%,そ の他 は未 実施 ・不 明で あった(表7)。 登 録 時 学

会 病型III1型で排菌の認められなか った軽症例20名 につい

表7　 医療従事者か らの発病(菌 成績 別 ・病型別)

表8　 発病以前の就業状況

*()内 数字 は家族内 に結核発病のあ るケース数

て治療内容および治療 期間をみると,INH単 独1ク ール1

名の他は,初 期強化療法を行な うか,2ク ール以上の治療

期間を有 し,結核診断を支持す るものであ った。発病以前

の就業状況 では,登 録票 の記載 内容 か ら把握 したところ,

結核病棟勤務 歴がある者3名,結 核病床 を有す る病院勤

務 歴がある者14名,結 核病床 を有 しな い病院勤務歴のみ

の者(学 生実 習等は不明)14名,不 明38名 と,勤 務歴を

把 握できた者 は4479%に 止 まった。また,家 族歴では,

30歳 未満で,結 核病床 を有 しない病 院勤務歴 のみの者10

名中3名,不 明8名 中1名,計4名 に家族 内患者の発生

が認め られてい る(表8)。 ここで,就 職 時におけるツベ

ル ク リン反応検査 は,BCG免 疫並びに以後の感染 の有

無を知 る上で重要 と思われ るが,結 核病床を有 する県下

45病 院の実施率は22.0%と 低率であ り,改善が強 く望

まれ る。

ま と め

(1)　医療従事者の患者発生 届出は,近 年増加傾 向を示 して

いるが,と りわ け若年看護婦(±)等 か らの発病 は注 目

すべ きで,一 般 の約2倍 の罹患率であ った。

(2)　発病前 の就業状況 は,情 報不足 もあ り過半数が不明で

あ ったが,結 核病床の有無 にかか わ らず,結 核感染の危

険性が示唆 された。

(3)　就職 時のツベルク リン反応検 査を実 施するとともに,

院 内における感染防止対策を見直す時期にきていると思

われる。
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3)　医療機関における今後の結核病床の

あり方について

は じ め に

愛知県 内の結核病床数 は,昭 和49年 末～59年 末の10年

間で年 間平均7.2%の 減少 を続 けている。昭和59年 末 に

は,人 口1万 対4,6床 で,こ れは,医 療法上の必要病床数

(人口1万 対23床)に 対 して18.4%(補 正後の病床 数)

である。実際 の必要病床数 につ いて は,新 登録患者の入

院割合,平 均 入院期間等か ら試算 は可能 と考 えられるが,

従来個 々の医療機関側 の意 向は不明で あった。そ こで,

昭和59年12月 の 「慢性呼吸不全患者調査」 に合わせて実

施 した 「結核病床に関す る調査」の中か ら,今 後の結 核

病床 のあ り方 についての回答を求め検討 した。

対象お よび方法

愛知県 下で 内科 あるいは呼吸器科 を標榜する318病 院を

対象に,(1)結 核病床 を有す る病院 の集 中化 について,(2)

病棟単位ではな く,病 室単位 の結核患者収容 につ いての

2項 目を,自 由回答形 式で記入 していただいた。

結果および考察

回収209病 院(65.7%)の 中で,集 中化についての回答

は51.7%,病 室化 についての回答 は45.9%で あ り,と も

に医療法人 ・個 人病院 か らの回答 は低率で あった。結核

病床の有 無別 の回答 内容で は,集 中化 につ いて,地 域性

を考慮す れば,公 的病院で あれば等 の条件付 きを含めて

賛 成 とす る意見 が多数 を占めた。一方,病 室化 につ いて

は,同 じく排菌(-)で あれば,法 制度 が改正 されれば等

の条件付 きを含 めて,結 核病床 を有す る病 院 で は賛 成

72.0%,結 核病床 を有 しない病院で は賛成39.6%と 好対

照を示 した。その他 の欄 には,賛 成.反 対 にかかわ らず,

内容別 に再掲 した(表9)。 回答内容 を医療機 関側 に限 っ

て,メ リット・デ メ リッ ト方式で再集計 した ところ,主

に院 内感染,合 併症,距 離(地 域性),医 師教育,経 営管

理,結 核病院 とい うイメージ等の意見が得られた(表10)。

ま と め

(1)　結核病床の あり方 について,結 核病床 を有 しない病院

も含めて,集 中化 ・病室化各 々回収病院 の約半数 か ら回

表9　 結核病床の あり方について

〔 〕内数字は回答数 に対す る割合(%)
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表10　 結核病床 に関す る意見の まとめ

答が得 られた。

(2)　結核病床 の集 中化 については,結 核病床の有無 にかか

わ らず,約3/4が 賛成で あった が,病 室化 について は,

結核病床の有無別で意見 に相違が認め られた。

特別助言:結 核病床の今後のあり方

結核予防会結核研究所 島 尾 忠 男

日本の結核病床の今後のあ り方を考え る場合に,日 本

より結核の蔓延状況が更に改善 されてい る欧米先 進諸国

の結核病床のあ り方が参考 にな る。東欧諸国や フィンラ

ン ド,英 国,ス イス,ベ ルギ ー,カ ナ ダ,ノ ル ウェーな

どで は,結 核病床は胸部専門病院の中に残 されてい る。

結核 の減少 に伴 って,結 核専門医が漸次呼吸器疾患専門

医に転換 してきたこと,若 い医師 には結核を専攻 しよ う

とい う者 はみ られず,全 ての結核専門医が姿を消 した後

で,残 された少数の結核患者の診療は,呼 吸器疾患専門

医に,そ の診療活動の一部 と して頼 らざるをえない こと

などが,こ の現象の背景 にあると考え られ る。

一方米 国,オ ース トラリア,ニ ュー ジー ラン ド,オラン

ダ,ス ゥェーデ ンなどで は全面 的に2英 国8カ ナ ダ,ベ

ルギー,ノ ル ウェーなどで もか なりの結核病床が,総 合

病院の中に特別病室または特別 病棟 と して設 置されてい

る。治療の進歩に伴 って感染 防止 のため入院が必要な期

間が極めて短 くな り,結 核専 門の施設 を残す ことが経済

的 に成 り立たな くな り,ま た患者 の高齢化 に伴 って合併

症のあ る患者が多 くな り,こ れに対応す るためには総合

病院の中 に結核患者を収容 した方 が合理 的と考 え られた

か らであ る。実際に結核の新発見患者 の入院期 間は著 し

く短縮 されてお り,1～2週 か ら長 くて2カ 月以 内とい

う場 合が多 くな ってきている。

総合病院で入院を含む結核患者の診療をする場合 の指

針 として,米 国で は結核診療の ための臨時の委員会 を院

内 に設置 し,必 要 な場合 に患者 を収容できる病 室を準備

し,職 員 に対 して結核についての正 しい知識 を普及 し,

地域の結核管理組織 との連携を強化す るべきことを挙 げ

て いる。結核患者を入院させて治療する場合 に,感 染 防

止 に必要な注意 と しては,1)咳 や くしゃみをする時に,

口を覆 うよう患者を指導す ること,2)痰 はテ ィッシュ

ーに取 り
,焼 却す ること,3)病 室の空気は再循環 させ

ず,室 内を廊下 に対 して陰圧に し,換 気を良 くすること,

4)紫 外線照射ができ るよ うにす ること,5)患 者 に対 し

て有効 な治療を確実に実施することを挙 げている。一方,

感染防止 には不必要なのによ く行なわれている措置 とし

て,患 者の寝間着や シー ツな どを別に洗濯 した り,食 器

を別 に洗 うこと,新 聞や雑誌の回覧を制限する こと,職

員や面会者 にマスクを付 けさせ ること,治 療初期以外の

面会の禁止 などを挙 げてい る。

日本の現状 に合わせて考え るな ら,1)病 室内を廊下

に対 して陰圧 に し,2)空 気 を再循環 させず,3)結 核

患者専用 の トイ レと食堂を準備 し,4)病 室や外来の待

合室,検 査 室などに紫外線灯 を設 置 し,5)気 管支鏡や

レス ピレーターな どの器具の消毒に充分注意す れば,総

合病院内の一部を結核病室 と して使用 して も,感 染 の危

険はまずな いと考え られる。医療法には詳 しい記載 はな

いので,結 核病室を設置す る際の基準を示す 都道府 県の

条例が,行 政的 に再検討 され ることを望む ものである。

今後の結核対策を進め る場合の基本的な考え方 につい
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ては,一 部 に もう対策を止めて も結核は この まま減 り続

けるので はないか という意見 も提唱 されている。確かに

ここで対策 の手 を緩 めて も,結 核の減少が鈍化す ること

はあ って も,再 び増加す ることはな いであ ろう。しか し,

結核 は今 までの対策が効果をあげ,順 調に減 ってきてお

り,こ れ に要す る経費 も減少 してきている。 医療 費が急

増す る中で異例の ことである。 ここで対策 の手 を緩 めず

に,現 在 使 うことがで きる手段 を総動員すれば,結 核 は

今後 も順 調に減少 し,対 策 に必要 な経費 もより早 く減 っ

て くるで あろ う。

結核 のよ うに対策の成果が表れて,疾 病が減少 してき

た際 にみ られ る現象 と して,一 般国民や医療関係者のそ

の病気 に対す る関心が低下す ることを挙 げることがで き

る。 しか もこの関心の低下す る速度 は,病 気の減 る速度

よ り早 い ことが多 い。一般国民の関心の低下 は受診の遅

れを もた らし,医 師の関心の低下 は診断の遅れを もた ら

す。 昨年 には10件 を超す結核の集団発生がみ られており,

これ らはいず れ も一般国民や医師の心の隙をついて起こっ

た もので ある。結核 はまだ決 して片付 いていな いという

ことを,一 般国民や医師 に広 く知 って もらわな ければな

らない。

特別助言:結 核医療の将来,国 立医療機関の実態より

国立療養所東京病院 芳 賀 敏 彦

私 どもが過去3力 年 にわた って調査 した国立療養所,

国立病院 にお ける結核医療の実態を分析 し将来像 への参

考 と した。

1)　昭和57年10月 の全 国調 査では国療 入院患者13,855

例中79.8%は 本来の感染症 としての結核治療 のために入

院 してお り,後 遺症 は8.2%で 残 りの中で医学的 に入院

不要 であ るのは0,9%に 留 った。後遺症 の中で24.5%は

毎 日酸素 吸入を必要 と し51.1%は 増悪時 に必要 と した。

一方
,一 般病棟 においても結核 に関係あ る症例が454例

入院 してお りその内訳 は後遺症が45.8%で 最も多く,次い

で結核既症の ある例が15.2%で あ った。 このよ うな こと

よ り今や結核病棟の殆ん どは感染症 と しての結核治療 に

使用 されて いるか,一 部結核後遺症 しか も酸素吸入を必

要(常 時,悪 化時 とも)と す る例 に用い られ,か って社

会的原因で退院不可能な例が多か ったが,そ れは0.9%

にすぎない。

しか し,年 齢 分布 をみ ると70歳以上 が25%余 を占め,

またたとえ感染症 として入院 して いて も他 の合併症を もつ

例 が60%も あ るので今後 の結核 入院患者治療 は結核の

治療 と並行 して老 人病 その他 の合併症の治療 も行 なわね

ばな らず,そ の対策 は必要で ある。

2)　全 国国立療養所,国 立病院 の結核病棟の病棟数お

よび病床数 を昭和59年 に調 査 したが 国 療では1ヶ 病 棟

35.3%,次 いで3ケ 病棟19,6%,2ケ 病棟16.7%で あ った

の に比 し,国 病で は1ヶ 病棟が87.3%と1施 設を除き全

例で あった(他 に不明8.7%)。 また,病 床数は20床 以下

は国療で は0で あったが国病では13.5%,ま た国療 では

21～50床,101～200床 が多いが国病は1例 を除き全病

院が21～50床 であ った。 問題 は病床 数 よりも現実 に平

均何人 入院 してい るかが問題 で国療,国 病 を問わず1ヶ

病棟 中1看 護単位 を形成す るには少 なす ぎる患者 しか常

時いない病棟 をど うす るかで ある。今回の調査はそ こま

でで きなか ったが,国 病で は殆ん ど1ヶ 病棟 しかな く,ま

た殆ん どが21～50床 であ り,こ の中 に現実 に何 人入 院

して いるのか,ま た20床 以下3病 院 もあったが これ らの

ところは将来 どうす るかが問題であろ う。集中方式で近

隣の結核病棟のあ るところへ移 して閉鎖するのか隔離 を

充 分に して一 般病棟 の一部へ入 院させ るのかであろう。後

者 に関 しては札 幌医大方式(1内 科病棟 に6床 の結核病

棟)を とり,ま た1看 護単位でで きるのな ら一般病棟の

中へ もつこと も必要で あろう(日 大方式,約1,000床 一

般病院 中50床 の結核病棟の運営が必要)。

3)　管理 につ いて,先 ず病棟 にお ける医師,看 護婦の

白衣 ・予防衣着用 は,国 療,国 病 とも看護婦 はほぼ全例

予防衣 を重ねて いるが医師 は3分 の1は 同 じ白衣を着て

いる。患者の 出入 りす る検査室 ・手術室 も国療 ・国病 と

も90%前 後 は共用 して いる。売店,食 堂,娯 楽室等 は国

療で34%,国 病で43%は 排菌者の使用 を禁 じてい る。 カ

ル テ,私 物の消毒は前者 については13～15%が 消毒 を し

てい るにすぎないが,退 院時または入院 中結核患者 の持

物 を院外 に持ち 出す時 は約半数の施設が消毒 してい る。

外来 に排菌者が訪ねて きた後の部屋の消毒は殆 ん ど行 な

われてい ない。 このよ うな条件下におけ る施 設内結核発

病 は1年 間で一般病棟入院患者 か ら国療 で8例,国 病 で

5例 あ ったがその内7例 はステ ロイ ド使用例 であ り,そ

うで ない6例 中2例 は糖尿 病患者 であ った。 これ らの例

は同一施設内の結核 患者 か ら直接感染,発 病 した とい う

証拠はない。また,職 員の発病 は1年 間に19例 あ り内2

例は国病か らの ものであ った。 内14例 は看護婦 または看

護助手で残 り5名 中3例 は検査技 師,2例 は事務で あっ

た。看 護婦の内6例 は30歳 以 下 と若年で あった。 これ ら

も1例1例 詳 しく感染 か ら発病 したかどうか調査 を しな

ければわか らないが若 い しか も患者 に直接 タ ッチす る職

種 か らの発病 が多 いの は事実で ある。今後結核患者の治

療 を院 内で どう取 り扱 ってい くのか単に病室隔離の問題

だけで な く共通部分 も加え,検 討すべ きであろ う。
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4)　治療 に関 しては今 回久世,佐 藤両氏の詳細 な報告

か ら必ず しも全例2週 間で排菌 が止 るわけで な く,久 世

氏の例では平均58日 と長 い。 これでは米国や沖縄 中部病

院の ごとく2週 間で普通病棟へ の転床 は少 し慎重 に考 え

るべ きであ ろう。長年 習慣 づけ られていた安静時 間(一

定の時間内は どの病状の患者 も臥床 し一切 の医療,看 護

行為を行 なわ ない)を このよ うな条件 にす ると国療 で50

%,国 病 で60%が 守 っているにす ぎな く,残 りは個人の

病状によ り,ま た時に応 じ医療,看 護行為 は行 なわれて

い る。 このよ うな意 味の安静時間 は短 期 入院,強 化化学

療法,ま た合併 症の診断,治 療を必要 とす る現在再考す

べ き問題であ る。

以上,国 立療養所,国 立病院におけ る結核病棟 の現状

分析 より将来のあ り方 に言及 した。
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